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（１）行政改革プランの意義 ①

「安心政令市にいがた」を目指して
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（１）行政改革プランの意義 ②

総合計画と行政改革プラン

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

市の成熟 広域合併 政令指定都市移行

総合計画
第四次

総合計画

新・新潟市総合計画

1次
2次実施計画

戦略プラン(H21-22)
3次実施計画 （4次）

総合計画
戦略プラン(H21 22)

行革プラン プラン2005 プラン2010 （次期）
総合計画
実施計画

基本構想
基本計画

重点課題に対し、限られた経営資源を
効率的・効果的に活かしていく。

行政改革プラン
計画の施策効果を、

プラン2005…広域合併後の減量型行政改革

プラン2010 効率化に加え質的強化を推進
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計画 施策効果を、
より確かなものとするため策定・推進

プラン2010…効率化に加え質的強化を推進



（２）行政改革プランの策定と委員会の役割 ①

平成25 年度からの行政改革プランの策定体制
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（２）行政改革プランの策定と委員会の役割 ②

平成25 年度からの行政改革プランの策定の流れ

市の内部評価・現状分析、先進他都市の取組分析など

行政改革点検・評価委員会による評価 【 】内は予定6月‐10月

‐6月

行政改革点検・評価委員会による評価 【 】内は予定6月 10月

６月 ７日 第1回会議【現状に対する評価】

月 第2 会議【プ 2010 組評価】７月１１日 第2回会議【プラン2010の取組評価】

１０月 １日 第3回会議【意見集約】

１０月１７日 第4回会議【提言案】

１０月 下旬 提言書の提出

「委員会の提言」、「事業仕分け（9月1、2日実施）の結果」、
「政令市にいがたの検証」「新潟州構想の議論」などを踏まえ

11月‐3月
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「政令市にいがたの検証」「新潟州構想の議論」などを踏まえ、
次期行政改革プランを策定



（３）これまでの本市の行政改革の取組状況 ①

これまでの行政改革の取組状況

H１５～ 市政改革・創造推進プラン
・「情報公開」 「市民参画」 「機構・行財政改革」

「評価の徹底」

行政改革プラン 【 年間】

H17 広域合併

H１７～ 行政改革プラン2005 【5年間】
・｢創造｣ ｢協働」 「経営｣

数値目標の設定（集中改革プラン）・数値目標の設定（集中改革プラン）

H２２～ 行政改革プラン2010 【3年間】
H19 政令市への移行

H２２～ 行政改革プラン2010 【3年間】
・効率化＋質的強化 政策力

・現場起点による行政改革 現場力
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・現場起点による行政改革 現場力



（３）これまでの本市の行政改革の取組状況 ②

行政改革プラン2005（平成17～21年度）の取組と成果
成果

６つの重点改革項目の推進
１ 分権型市役所づくり
２ 情報の共有化

成果
約211億円の歳出削減を実現

２ 情報の共有化
３ 市民との連携
４ 役割の明確化
５ 経営基盤の安定化５ 経営基盤の安定化
６ 評価の充実

集中改革プラン集中改革プラン
・ 定員・給与の適正化
・ 民間委託等の推進

郭 体 直

191億円 211億円

・ 外郭団体の見直し
・ 財政の健全化
・ 事務事業の見直し

・約500人の人員削減
・民間委託等による歳出削減約44億円
・指定管理者制度導入（委託率30→47％）
外郭 体を見直 体を廃止
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・ 地方公営企業の経営健全化 ・外郭団体を見直し、6団体を廃止



（３）これまでの本市の行政改革の取組状況 ③

行政改革プラン2005の点検評価（平成21年度）
新潟市行政改革・点検評価委員会（外部有識者委員会）新潟市行政改革 点検評価委員会（外部有識者委員会）

○ これまで積み立ててきた基金を取り崩さざるを得ない財政運営

○ 都市基盤が充実した他の政令指定都市と比べ、今後さらにインフラ投資が必要

○ 合併建設計画（旧市町村単位の計画）を 政令指定都市移行後の区単位や全市的な視点へ○ 合併建設計画（旧市町村単位の計画）を、政令指定都市移行後の区単位や全市的な視点へ

○ 政策立案機能の充実のため、課題に対応する質の高い職員の育成が必要

○ 高度な課題に対応するため、職員だけでなく、専門知識を有する第三者をこれまで以上に活用

○ 行政に全面的に依存する従来のマネジメントに変えて 市民 ＮＰＯ 民間事業者などの多様な○ 行政に全面的に依存する従来のマネジメントに変えて、市民、ＮＰＯ、民間事業者などの多様な

主体とのパートナーシップ形成が必要

○ 市民満足度や行政経営品質の向上のためには、職員満足度がかかせない。そのために職員が

自由に意見を言える組織環境づくり 夫が必要自由に意見を言える組織環境づくりの工夫が必要

厳しい行財政環境の中、行政改革の取り組みにあたっては、従来の減量型の
行政改革に加え、今後進むべき拠点都市としての必要な高次都市機能の充実行政改革に加え、今後進む き拠点都市としての必要な高次都市機能の充実
を図る視点から行政運営、公共サービスのあり方を考えることが重要
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新潟市行政改革プラン2010を策定、推進



（３）これまでの本市の行政改革の取組状況 ④

行政改革プラン2010（平成22～24年度）

３つの重点改革項目
成果目標

３つの重点改革項目

Ⅰ 政令指定都市機能の充実
１ 選択と集中に基づく経営資源の再配分

300人の人員削減（3ヵ年累計）

１ 選択と集中に基づく経営資源の再配分
２ 政策課題の高度化への組織対応
３ 戦略的な人材マネジメント

Ⅱ 新しい公共の構築Ⅱ 新しい公共の構築
１ コミュニティ協議会やNPO、社会福祉協

議会などとのパートナーシップ形成
２ 民間活力の導入推進

人員削減による歳出削減効果約45億円、その他約42億円

２ 民間活力の導入推進
３ 情報公開と市民参画の充実

Ⅲ 財政の健全化

△87億円の歳出削減効果
（3年間の削減効果額合計）

１ 収支均衡にむけた取組
２ アセットマネジメント推進と資産の有効

活用
３ 公会計改革
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３ 公会計改革
４ 地方公営企業などの経営健全化



市としての現状認識 【財務の状況】

現状、課題
■ 般会計歳入は 「自主財源比率」が低下傾向■ 一般会計歳入は、「自主財源比率」が低下傾向
■ 一般会計歳出は、義務的経費のうち「人件費」は人

員削減効果で縮減している 方で 「扶助費」は増加員削減効果で縮減している一方で、「扶助費」は増加
■ 各種指標の他政令市との比較では、財政力指数は

低いが その他の指標では良好低いが、その他の指標では良好
■ 今後、社会福祉関係経費や、社会資本整備など多く

の財政需要が見込まれる 方で 税収の大幅な増加の財政需要が見込まれる一方で、税収の大幅な増加
は見込めない状況

方向性方向性
■ 一層の行財政改革の取組みにより収支均衡を目指

し 適正な財政運営に努める必要がある
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し、適正な財政運営に努める必要がある。



（４）新潟市の現状分析 ①

一般会計歳出規模（H17‐22決算、23当初予算） （億円）

団体名 H23当初予算 人口団体名 当初予算 人

大阪市 17,206 267 

横浜市 13,899 369 

名古屋市 10,499 227 

札幌市 8,464 192 

福岡市 7,662 148 

京都市 7,465 147 

神戸市 7 452 154神戸市 7,452 154 

川崎市 6,180 143 

広島市 6,089 118 

北九州市 5,475 97 

仙台市 4,412 105 

さいたま市 4,409 123 

新潟市 3,596 81 

千葉市 3 582 96千葉市 3,582 96 

堺市 3,429 84 

静岡市 2,762 71 

浜松市 2,750 79 
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岡山市 2,555 71 

相模原市 2,338 72 



（４）新潟市の現状分析 ②

一般会計歳入構成比の推移 （％）
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（４）新潟市の現状分析 ③

一般会計歳出構成比の推移 （％）
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（４）新潟市の現状分析 ④

中期財政見通し（平成24年3月、一般会計）（億円）

行財政改革 基金活用行財政改革、基金活用

H23当初予算 H24当初予算 H25 H26

歳入 3 546 3 523 3 803 3 771歳入 3,546 3,523 3,803 3,771

市税 1,164 1,162 1,173 1,196

その他 2,382 2,361 2,630 2,575

（うち市債） 677 656 798 708

歳出 3 596 3 573 3 851 3 813歳出 3,596 3,573 3,851 3,813
経常的経費 2,633 2,610 2,666 2,735
投資的経費 631 638 861 754

その他 332 325 324 324

収支差引 △ 50 △ 50 △ 48 △ 42収支差引
⾏財政改⾰効果 - - △ 7 △ 14

基金活用額 △ 50 △ 50 △ 41 △ 28

基金残高 169 175 134 106
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（４）新潟市の現状分析 ⑤

財政力…財政力指数...0.7
自治体が標準的水準で行政を行った場合に要する経費（基準財政需要額）に対する、

標準的に収入し得る市税などの歳入（基準財政収入額）の割合
（基準財政収入額）÷（基準財政需要額）

団体名 財政力指数 人口

川崎市 1.07 143 

名古屋市 1.04 227 

相模原市 1.03 72 

さいたま市 1.01 123 

横浜市 1 00 369政 横浜市 1.00 369 

千葉市 1.00 96 

大阪市 0.94 267 

静岡市 0.91 71 

浜松市 0.88 79 

政
令
市
範

政令市平均 0.87 －

仙台市 0.86 105 

福岡市 0.84 148 

堺市 0.83 84 

広島市 0 80 118

囲

広島市 0.80 118 

京都市 0.76 147 

岡山市 0.76 71 

神戸市 0.73 154 

北九州市 0.70 97
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北九州市 0.70 97 

札幌市 0.69 192 

新潟市 0.69 81 



（４）新潟市の現状分析 ⑥

財政構造の弾力性…経常収支比率…88.1％
財政構造の弾力性を示す指標で、市税などの経常的に歳入される一般財源に対する、

務人件費、扶助費、公債費などの義務的経費の比率
（義務的経費）÷（市税、交付税等一般財源＋減税補てん債＋臨時財政対策）×100

団体名 経常収支比率 人口

岡山市 86.1 71 

浜松市 87.9 79 

静岡市 88.0 71 

新潟市 88.1 81 

さいたま市 90.2 123 

福岡市 93.1 148 

横浜市 94.1 369 

堺市 95.1 84 

札幌市 95 3 192

政
令 札幌市 95.3 192 

仙台市 95.4 105 

政令市平均 95.4 －

広島市 96.3 118 

神戸市 96.4 154 

令
市
範
囲

川崎市 96.8 143 

相模原市 97.2 72 

北九州市 97.7 97 

千葉市 97.7 96 

京都市 98 2 147
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京都市 98.2 147 

大阪市 99.4 267 

名古屋市 99.4 227 



（４）新潟市の現状分析 ⑦

将来負担の状況…将来負担比率…119.0％
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。

負債が将来、財政を圧迫する可能性の大きさを示す。 【早期健全化基準400％】

団体名 将来負担比率 人口

相模原市 30 1 72相模原市 30.1 72 

さいたま市 47.7 123 

堺市 59.8 84 

浜松市 64.5 79 

岡山市 108.9 71 

静岡市 109.9 71 

札幌市 115.1 192 

新潟市 119.0 81 

川崎市 120.0 143 

仙台市 1 10仙台市 155.2 105 

北九州市 166.0 97 

神戸市 172.4 154 

政令市平均 176.1 －

名古屋市 216 3 227名古屋市 216.3 227 

福岡市 219.8 148 

大阪市 220.6 267 

横浜市 234.4 369 

京都市 235.0 147 
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広島市 251.3 118 

千葉市 285.3 96 



（４）新潟市の現状分析 ⑧

公債費負担の状況…実質公債費比率…10.8％
一般会計等が負担する元利償還金と準元利償還金の標準財政規模に対する比率。

借入金の返済額の大きさなど、資金繰りの危険度を示す。【早期健全化基準25％】

団体名
実質公債費
⽐率 人口

相模原市 4 3 72相模原市 4.3 72 

堺市 5.4 84 

さいたま市 6.1 123 

大阪市 10.2 267 

札幌市 10.6 192 

新潟市 10.8 81 

北九州市 11.7 97 

川崎市 11.9 143 

仙台市 11.9 105 

名古屋市名古屋市 12.1 227 

浜松市 12.2 79 

静岡市 12.7 71 

政令市平均 12.8 －

神戸市 12 9 154神戸市 12.9 154 

京都市 13.1 147 

広島市 15.6 118 

岡山市 15.9 71 

福岡市 16.4 148 
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福岡市

横浜市 18.0 369 

千葉市 21.4 96 



（４）新潟市の現状分析 ⑨

自主財源比率、義務的経費比率

義務的経費
団体名

義務的経費
⽐率 人口

岡山市 57.9 71 

大阪市 57.4 267 

堺市堺市 56.7 84 

神戸市 54.0 154 

名古屋市 52.5 227 

相模原市 52.4 72 

千葉市 52.1 96 

札幌市 51.3 192 

仙台市 51.3 105 

広島市 51.1 118 島

横浜市 50.7 369 

川崎市 50.4 143 

静岡市 49.4 71 

浜松市 48 9 79浜松市 48.9 79 

さいたま市 48.6 123 

京都市 48.4 147 

北九州市 47.7 97 

福岡市 46 3 148
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福岡市 46.3 148 

新潟市 43.1 81 



（４）新潟市の現状分析 ➉

職員給与水準…ラスパイレス指数…99.0
国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

を示す。

団体名
ラスパイレス

指数
人口

横浜市 105 1 369横浜市 105.1 369 

川崎市 103.9 143 

名古屋市 103.8 227 

静岡市 103.8 71 

北九州市 103.4 97 

政
令
市 州市

仙台市 102.4 105 

福岡市 102.3 148 

神戸市 101.7 154 

さいたま市 101.6 123 

範
囲

千葉市 101.2 96 

広島市 101.1 118 

岡山市 101.1 71 

相模原市 100.9 72 

札幌市 100 6 192札幌市 100.6 192 

京都市 100.0 147 

大阪市 99.3 267 

新潟市 98.8 81 

堺市 98 4 84
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堺市 98.4 84 

浜松市 98.4 79 



（４）新潟市の現状分析 ⑪

基金残高の推移（億円）
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（４）新潟市の現状分析 ⑫

市債残高の推移…残高（億円）、発行額・公債費（百万円）
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（４）新潟市の現状分析 ⑬

公債費に対する基金の割合（％）
団体名

公債費に対する
基⾦の割合 人口団体名 基⾦の割合 人

仙台市 138.8 105 

堺市 124.0 84 

新潟市 81.5 81 

相模原市 80.5 72 

さいたま市 79.7 123 

静岡市 79.5 71 

浜松市 65.9 79浜松市 65.9 79 

大阪市 56.5 267 

北九州市 56.3 97 

札幌市 52.9 192 

川崎市 50 0 143川崎市 50.0 143 

岡山市 49.3 71 

京都市 47.0 147 

神戸市 36.3 154 

福岡市 25.7 148 

広島市 25.1 118 

名古屋市 20.3 227 

横浜市 17.4 369 
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横浜市

千葉市 14.0 96 



（４）新潟市の現状分析 ⑭

市債残高・公債費等の推移と見通し（億円）
・ 市債発行額は合併建設計画事業のピークである平成24年度まで増加し、これにあわせて市債残高も

平成26年度まで増加するが 平成27年度以降は減少平成26年度まで増加するが、平成27年度以降は減少
・ 公債費は合併建設計画事業の影響により、平成34年度まで増加、平成35年度以降減少
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市としての現状認識 【組織の状況】

現状、課題

■ 本庁では 本市に相応しい大都市制度の実現や危■ 本庁では、本市に相応しい大都市制度の実現や危
機管理防災体制の充実など、新しい行政課題に対応す
るため 課等が増加傾向となっているるため、課等が増加傾向となっている。

■ 区役所では、同規模政令市と比較すると、区役所数
が多いことや 区役所で多くの事務を担う（市民に身近なが多いことや、区役所で多くの事務を担う（市民に身近な
事務を区役所で行う）体制を採っているため、課の数が
多い多い。
方向性

■ 政令市の機能強化を進めていく必要がある中で 市■ 政令市の機能強化を進めていく必要がある中で、市
民サービスの充実を図りながら、簡素で効率的、効果的
な行政運営のため 組織の見直しに取り組んでいく必要
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な行政運営のため、組織の見直しに取り組んでいく必要
がある。



市としての現状認識 【職員の状況】
現状、課題
■ 職員数は、定員適正化の取組みにより、普通会計で

成 年度 削減を行 た 規模政令市 均平成17年度比で、622人の削減を行った。（同規模政令市の平均
は、同期間で600人程度の削減）

部門別では 同規模政令市と比べ 主に「総務」「農林水産」「民部門別では、同規模政令市と比べ、主に「総務」「農林水産」「民
生」「教育」部門が多い。（大規模合併による区役所数や農業の割
合など都市形態が主な要因）合な 都市形態 主な要因）
■ 年齢構成では、55歳以上と40歳前後が多く、今後の大量退職
（55歳以上）に向け、その対応を検討する必要がある。

方向性方向性
■ 新しい行政ニーズへの的確な対応など必要な部門への適正
配置のため 業務改善（スクラ プ アンド ビルドの観点）と併せ配置のため、業務改善（スクラップ・アンド・ビルドの観点）と併せ、
業務の運営方法の見直しなど効果的な方法を検討する。

また 政令市職員として必要な人材育成（専門性の確保）や大量
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また、政令市職員として必要な人材育成（専門性の確保）や大量
退職の補充について、年齢バランスも考慮しながら取り組んでいく
必要がある。



（４）新潟市の現状分析 ⑮-1

市の組織数の推移（本庁、区役所）

本庁 （～18の局は含まない）本庁

区役所 （～18は支所）

（～18の局は含まない）

区役所 （～18は支所）
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（４）新潟市の現状分析 ⑮-2

市の組織数の推移（病院、消防、水道等及び全組織）

全組織病院 消防 全組織病院、消防、
水道、教育ほか
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（４）新潟市の現状分析 ⑯-1

同規模政令市の組織数の状況（H24.4.1）

本庁 区役所

（人口＝新潟市81、千葉市96、静岡市71、浜松市79、堺市84、北九州市97）

本庁 区役所
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（４）新潟市の現状分析 ⑯-2

同規模政令市の組織数の状況（H24.4.1）
（人口＝新潟市81、千葉市96、静岡市71、浜松市79、堺市84、北九州市97）

全組織

病院、消防、
水道、教育ほか

※ 静岡、浜松、堺市は、病院なし。
静岡、浜松、堺、北九州市は、上下水道局。静岡、浜松、堺、北九州市は、上下水道局。
北九州市は、交通局あり。
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（４）新潟市の現状分析 ⑰

市職員数の推移、普通会計職員数の推移（人）

公営企業等
会計

病院【41人増員】

水道、下水道他【166人減員】

消防

教育
普通会計【622人減員】

教育

一般
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（４）新潟市の現状分析 ⑱

市職員（全職員）の職種別、年齢別構成（人）
350

平成24年4月1日
350

平成21年4月1日

300 技能労務

技術

事務

平成24年4月1日

300

平成21年4月1日

200

250
事務

751人

200

250
903人

技術の主な増員
看護師

150

200

150

200 ・看護師140人
・土木39人
・社会福祉38人

100
4,182人

100
4,017人

0

50

2,477人

0

50

2,672人
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0
60歳 55歳 50歳 45歳 40歳 35歳 30歳 25歳 20歳

0
60歳 55歳 50歳 45歳 40歳 35歳 30歳 25歳 20歳

※ 技能労務･･･清掃作業、調理員、用務員など
技術・・・消防吏員、看護師、保育士、土木など



（４）新潟市の現状分析 ⑲

市職員の同規模政令市との比較（普通会計・総数）
（人口＝新潟市81、千葉市96、静岡市71、浜松市79、堺市84、北九州市97）

差482

※ 堺市、～H20消防は一部事務組合
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（４）新潟市の現状分析 ⑳
市職員の同規模政令市との比較（普通会計・部門別）

6政令市平均との職員過不足数の部門別比較

（人口＝新潟市81、千葉市96、静岡市71、浜松市79、堺市84、北九州市97）

6政令市平均との職員過不足数の部門別比較

H23.4.1

新潟市
6政令市

平均
過不足数

平均

議会 24 25 △ 1

総務 824 755 69

税務 267 280 △ 13税務 267 280 △ 13

労働 8 10 △ 2

農林水産 201 109 92

商工 103 93 10

土木 544 649 △ 105

民生 1,232 1,020 212

衛生 639 646 △ 7

教育 1,015 858 157

消防 910 860 50

合計 5,767 5,305 461
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※ 正の数は新潟市が過剰を示し、負の数は
新潟市が不足を示す。

四捨五入の関係で、合計数値が一致しな
い場合がある。



（５）外部評価の状況 ①

経営革新度調査ランキング（日本経済新聞社）
日本経済新聞社が、全国809市・特別区を対象に2、3年に1回、行政運営の革新度合いを調査し、

透明度 効率化 活性化度 市民参加度 利便度の の要素で評価し ラ ク付けを実施透明度、効率化・活性化度、市民参加度、利便度の4つの要素で評価し、ランク付けを実施。

2011 2008 自治体名（都道府県） 偏差値 評価

1 1 三鷹市（東京都） 83.64 AAA

2 49 厚木市（神奈川県） 81 11 AAA2 49 厚木市（神奈川県） 81.11 AAA

3 8 流⼭市（千葉県） 80.14 AA

4 5 板橋区（東京都） 78.75 AA

5 3 杉並区（東京都） 77.69 AA

6 100 前橋市（群⾺県） 77 12 AA6 100 前橋市（群⾺県） 77.12 AA

7 5 川崎市（神奈川県） 76.14 AA

8 15 札幌市（北海道） 75.74 AA

9 104 練⾺区（東京都） 74.92 AA

10 14 荒川区（東京都） 74 84 AA10 14 荒川区（東京都） 74.84 AA

11 47 小山市（栃木県） 74.27 AA

11 52 ⼾⽥市（埼⽟県） 74.27 AA

13 40 豊島区（東京都） 73.86 AA

14 4 新潟市（新潟県） 73.7 AA14 4 新潟市（新潟県） 73.7 AA

15 31 大和市（神奈川県） 73.13 AA

16 10 岐阜市（岐阜県） 73.05 AA

17 81 豊中市（⼤阪府） 72.97 AA

18 2 足立区（東京都） 72.89 AA
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19 25 清瀬市（東京都） 71.99 AA

20 23 佐賀市（佐賀県） 71.91 AA



（５）外部評価の状況 ②

依頼格付けの状況（スタンダード＆プアーズ2011 年）
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（５）外部評価の状況 ③

その他の外部評価
■情報公開度ランキング （全国市民オンブズマン連絡協議会：2010年度）情報公開度ランキング （全国市民オンブ ン連絡協議会 年度）

・全都道府県・全市・東京23区中１位（政令市中１位）（※岩手、宮城、福島除く）

順位 １位 ４位

政令市 新潟市 大阪市 福岡市 札幌市他10市

■自治体PPP（官民連携）ランキング （三菱総合研究所：2010年9月）

政令市 新潟市 大阪市 福岡市 札幌市他10市

情報公開点 70 70 70 65 ※70点満点

・全国第3位（政令市中2位）

■ 防災行政の市民連携度ランキング （日本経済新聞社「日経グローカル」：2010年9月）

・人口10万人以上284市区中5位（政令市中１位）・人口10万人以上284市区中5位（政令市中１位）

■ 子育てに優しい町ランキング （ＡＥＲＡwithＢaby2009号冬特集）

・95市区中１位（政令市中１位）

■ 次世代育成支援「行動計画」進捗ランキング （NPOエガリテ大手前：2010年度）

・56市区中第２位（政令市中１位）

ブ
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■ 地方都市圏でのサステナブル度 （日本経済新聞社「日経グローカル」：2011年1月）

・第5位


